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株式会社日本政策金融公庫 

 

日本政策金融公庫（略称：日本公庫）国民生活事業は、新型コロナウイルス感染症によ

り影響を受けられた皆さまの支援に取り組んでおり、令和２年度のソーシャルビジネス（注）

関連融資実績は、15,037 件（前年度比 126.8％）、1,845 億円（同 212.4％）となりました。 
（注）ソーシャルビジネスとは、高齢者や障がい者の介護・福祉、子育て支援、地域活性化、環境保護など、地域や社会が抱える課

題の解決に取り組む事業をいう。 

なかでも、介護・福祉事業者向けの融資実績は、13,741 件（前年度比 169.7％）、1,723

億円（同 290.7％）となりました（参考１）。これは、一般的に対面でサービスを提供する

介護・福祉事業者が、新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に収支が悪化したことで、

資金需要が発生したものと考えられます。 

日本公庫では、情報面からの支援にも取り組んでおり、コロナ禍を乗り越えようとする

事業者をサポートするべく、コロナ禍における運営上の工夫事例（参考２）等を日本公庫

ホームページ「ソーシャルビジネスお役立ち情報」で発信しています。また、地方公共団

体、地域金融機関、NPO 支援機関等と連携し、ソーシャルビジネスの担い手が抱える経営

課題の解決を支援するネットワークを全国で構築し、支援の強化に取り組んでいます（参

考３）。 

日本公庫は地域の支援機関と連携し、今後も、地域や社会の課題解決に取り組むソーシ

ャルビジネスの担い手の皆さまを積極的に支援してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度のソーシャルビジネス関連融資実績 
～新型コロナウイルス感染症の影響を受けた介護・福祉事業者等を支援～ 

ニュースリリース 

ソーシャルビジネス関連融資実績 

（注）（ ）内は前年度比。 

(126.8％) 

(212.4％) 



 

 

 

 

 

 

（※）日本公庫ホームページ「ソーシャルビジネスお役立ち情報」で当社へのインタビュー記事を掲載しています。 

（URL:https://www.jfc.go.jp/n/finance/social/social_interview_34.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

件数 10,819 11,328 11,863 15,037 126.8

金額 818 834 869 1,845 212.4

件数 1,552 1,381 1,155 1,803 156.1

金額 97 87 71 196 273.5

件数 8,375 8,440 8,095 13,741 169.7

金額 655 646 592 1,723 290.7

件数 2,021 2,527 3,447 560 16.2

金額 142 170 262 50 19.2

ソーシャルビジネス関連融資（注）

① ＮＰＯ法人

② 介護・福祉事業者

③ 社会的課題の解決を目的とする

   事業者

平成29年度 平成30年度

（単位：件、億円、％）

令和元年度 令和２年度 前年度比

企業名 一般社団法人サステイナブル・サポート 

代表者 後藤 千絵 様 分野 障がい者支援 所在地 岐阜県岐阜市 

事業内容 

主に発達障がいや精神障がいのある方を支援する就労移行支援事業所と就労継続支援 B 型事業所

を運営。コミュニケーションやパソコン操作に関する訓練等の支援プログラムを提供し、利用者の就

労をサポート。 

既存の障がい者支援制度の対象とならない、いわゆるグレーゾーンの方へ、社会からの孤立を防ぐ

予防的支援として、発達障がいグレーゾーンの大学生向けキャリア支援プログラムを提供。 

コロナ禍 

における 

運営上の工夫 

コロナ禍による利用者の生活スタイルの変化に対応するため、次のとおり ICT を活用。 

・ オンライン会議システムを利用し、通常は対面で行う支援プログラムをオンラインで提供。 

・ オンライン支援プログラムの提供前には、利用者にアンケートを行い自宅の通信環境を確認した

り、必要に応じてパソコンを貸与したり、オンラインツールに慣れるためのプログラムを実施し

たりする等、事前準備の徹底によりスムーズにオンラインへ移行。 

・ オンライン上でのコミュニケ―ション支援により、就職活動のオンライン化（オンライン面接等）

への適応をサポート。 

（参考１）融資対象者別実績 

参考資料 

（注）表中の①、②、③に対する融資実績の合計（①と②の重複分を除く）です。 

（参考３）ソーシャルビジネス支援ネットワーク 

（参考２）コロナ禍における運営上の工夫事例 

 ソーシャルビジネス支援ネットワークとは、地方公共団体、民間金融機

関、NPO 支援機関等さまざまな専門性を有する機関が組織的につながり、

ソーシャルビジネスに取り組む方を面的に支援しようとする取組みです。 

令和３年３月末日現在のネットワーク数は「113」となっています。 


